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障がい者に必要な自立支援サービスの提供を行う。
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府営 平成18年度以前 障害者総合支援法

障がい福祉サービスの支給決定者数　550人

福祉サービス支給決定基準を作成し、適正なサービスを実施する。
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法に基づき、適切に特別障がい者手当等を給付する。
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直営 平成18年度以前 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

特別障がい者手当受給者　　1,200人
障がい児福祉手当受給者　　　600人
福祉手当（経過措置）受給者　100人

関係機関との連携化をよりいっそう進め適正な給付に努める。
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細事業：障がい者自立支援給付事業                                

１．障がい者介護給付費等支給判定審査会の運営 

障がい福祉サービスを受けるにあたって必要な障がい程度区分を認定するため、南河内南 6市町村で審査会

を共同設置し、認定調査の一次判定結果及び特記事項、主治医意見書に基づき、審査及び判定を行った。 

(1) 認定調査  市職員調査 43件  委託事業者調査 168件  委託料  396,000円 

    (2) 医師意見書作成  手数料 187件  1,002,054円 

     (3) 審査会   審査判定件数 189件   

２．介護・訓練等給付事業 

   介護給付費等（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護・短期入所・生活介護・共同生活介護・施設

入所支援・療養介護等）や訓練等給付費（共同生活援助・宿泊型自立訓練・自立訓練（生活訓練）・就労移行支

援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型）や障がい児通所給付費等（児童発達支援・放課後等デイサービス・

保育所訪問等）の給付費を給付した。 

   介護給付費等       9,939件（延べ件数）    1,019,547,222円 

   訓練等給付費       2,825件（延べ件数）     339,717,804円 

   障がい児通所給付費等   1,751件（延べ件数）     175,129,592円 

３．障がい者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業 

障害者自立支援法の施行に伴う事業者に対する運営の安定化等を図るとともに、新法への移行等のための円

滑な実施を図るため、府要綱に基づき実施されていた特別対策事業の終了に伴い、平成 25 年 3 月サービス分

などの給付を実施した。 

 新体系定着支援事業    18件（延べ件数）      529,991円 

４．自立支援医療（更生・育成医療）支給事業 

身体上の障がいを軽減し、日常生活を容易にするために、更生・育成医療に係る医療費を支給した。 

(1) 更生医療     139件      126,480,018円 

(2) 育成医療      30件            1,624,443円 

合 計         169 件      128,104,461円 

５．補装具費支給事業 

身体上の障がいを補うために、身体障がい者（児）に対して補装具(支給・修理)費の支給を行った。 

17,046,084円 

(1) 補装具費の支給       128件（うち障がい児分  34件、障がい者分   94件）  11,848,206円 

(2) 補装具修理費の支給  139件（うち障がい児分  33件、 障がい者分  106件）  5,197,878円 

 

細事業：特別障がい者手当等給付事業                             

１．特別障がい者手当等給付事業 

在宅の重度障がい者（児）で、日常生活が著しく制限され、常時介護を要する状態にある者に対して手当を

支給し、重度障がい者（児）の福祉の向上を図った。 

 

＜支給延べ人数及び金額（平成 25年 2月～平成 26年 1月分）＞ 

(1) 特別障がい者手当     1,217人（支給延べ人数）      31,882,980円 

(2) 障がい児福祉手当      521人（支給延べ人数）           7,422,380円 

(3) 福祉手当（経過措置）       96人（支給延べ人数）           1,367,680円 

合    計         1,834人（支給延べ人数）      40,673,040円 


